
【様式２】－１

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

実施結果の
公表予定日

令和５年２月１５日（水）

策定根拠と
なる法令等

　児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

　児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）

政策等の案の
関係資料

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　特定児童福祉施設の設備及び運営に関する基準は、児童福祉法第４５条第１項及び第２項
の規定により、各自治体が厚生労働省令の基準を参考にして条例で定めることとされていま
す。
　この度、関係省令が改正され、令和５年４月１日に施行されることに伴い、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　保育・幼稚園課

事案番号 12210

実施事案名 松山市特定児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正（案）



【様式２】－２

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準は、児童福祉法第３３条の１６第１項及び
第２項の規定により、各自治体が厚生労働省令の基準を参考にして条例で定めることとされ
ています。
　この度、関係省令が改正され、令和５年４月１日に施行されることに伴い、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　保育・幼稚園課

事案番号 12211

実施事案名 松山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正（案）

策定根拠と
なる法令等

　児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

　家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）

実施結果の
公表予定日

令和５年２月１５日（水）

政策等の案の
関係資料



【様式２】－３

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

実施結果の
公表予定日

令和５年２月１５日（水）

政策等の案の
関係資料

策定根拠と
なる法令等

　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法
律第７７号）

　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条第２項及
び第４項の規定に基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備
及び運営に関する基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第２号）

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件は、就学前の子どもに関する教
育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条第１項から第４項の規定により、各自
治体が内閣府令の基準を参考にして条例で定めることとされています。
　この度、関係府令が改正され、令和５年４月１日に施行されることに伴い、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　保育・幼稚園課

事案番号 12212

実施事案名
松山市幼稚園型認定こども園，保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の認定の
要件を定める条例の一部改正（案）



【様式２】－４

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

実施結果の
公表予定日

令和５年２月１５日（水）

政策等の案の
関係資料

策定根拠と
なる法令等

　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法
律第７７号）

　幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（平成２６年内
閣府・文部科学省・厚生労働省令第１号）

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　幼保連携型認定こども園の認定の要件は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的
な提供の推進に関する法律第１３条第１項及び第２項の規定により、各自治体が内閣府令の
基準を参考にして条例で定めることとされています。
　この度、関係府令が改正され、令和５年４月１日に施行されることに伴い、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　保育・幼稚園課

事案番号 12213

実施事案名
松山市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準を定める条
例の一部改正（案）



【様式２】－５

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

実施結果の
公表予定日

令和５年２月１５日（水）

政策等の案の
関係資料

策定根拠と
なる法令等

　児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

　放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３
号）

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　放課後児童健全育成事業所の設備及び運営に関する基準は、児童福祉法第３８条の８の２
第１項及び第２項の規定により、各自治体が厚生労働省令の基準を参考にして条例で定める
こととされています。
　この度、関係省令が改正され、令和５年４月１日に施行されることに伴い、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　子育て支援課

事案番号 12214

実施事案名 松山市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正（案）


